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第三セクターの歴史的展開
寺尾晃洋
はじめに
—第三セクターとはなにか？ー一
第三セククーということばは地方自治体の外かく団体を意味する「地方公
社」と同様に必ずしも一義的な定義がある訳ではない。わが国で言う第三セ
クターとは国，地方自治休または政府関係機開といった公的セククーと民間
セククーが共同出資して設立した法人のことである。それは通常公民混合出
資の株式会社（商法法人）をさすことが多いが（たとえば経済企画庁総合計
画局社会資本班『第三セククーに関するアンケート調査結果報告』 1978年3
月），財団法人・社団法人形態（民法法人）を含めることも広くおこなわれ
(1) 
ている。ここでは第三セククーの概念を公民共同出資の商法法人と民法法人
の意味につかうことにしたい。このような意味での第三セククーはつぎにの
べる「特殊会社」のように固有立法によって設立されたものは別として，法
律的には通常の商法法人や民法法人と異なるところはない。ただ地方自治休
が関係するので，地方自治法第221条3項などによる規制がある点がこれら
と異なる。
わが国で第三セククーと呼ばれているものは諸外国では通常は「混合企
業」 (mixedenterprise, gemischt wirtschaftliche Unternehmung) と
(1) 財団法人自治総合センクー「大都市におけるまちづくりと地方公社の役割」
1983年3月。
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呼ばれている。パッソウ (Passow,R. D.)は，「混合企業とは危険負担に
任ずべき資本，すなわち自己資本が一部は私人，一部は公法人（とりわけ市
町と郡）から調達され，また私人および公法人の共同所有を基礎として共同
(2) 
して最高の企業経営が営まれる企業をいう」と定義しているが，諸外国で第
三セクターと言う場合は別の意味であって，協同組合 (A.Clayre), あるい
は行政・経済の 2大部門のいずれにも属さない教育，宗教，慈善などの諸団
体 (T.Levitt), 非営利組織 (Anheier,H.K. & W. Seibel)を意味して
(3) 
いる。第三セククーについての内外でのこの 2つのとらえ方の関連について
は改めて考えてみる必要がある。
まず最近の第三セクターをとりあげる前に，先行形態としてわが国では長
い歴史をもつ「特殊会社」のあゆみと問題点を一べつしよう。
I 歴史上の混合企業とそのしくみ
1. 歴史
第2次大戦以前のわが国では混合企業は「特殊会社」の名において公企業
形態の主流を占めていた。正確には特殊会社とはその会社に対する固有立法
（たとえば日本製鉄株式会社の場合は「日本製鉄株式会社法」）に基づいて
設立された株式会社のことである。銀行形態のものは特殊銀行と呼ばれてい
た。このような法律には通常政府の一部出資，債券発行上の優遇，政府の配
当保証による民間資本の誘引といった特典があり，その反面政府のきわめて
(2) Passow, R. D. Die gemischt privaten und offentlichen Unter-
nehmungen auf dem Gebiete der Elektrizitats-und Gasversorgung und 
des Stra{3enbahnwesens. Gustav Fischer, 1923. S. 1. 
(3) Clayre, A. (ed.). The Political Economy of Co-operation and Partici-
pation. A Third Sector. Oxford U. P., 1980. Levitt, T., Third Sector, 
New Tactics for a Responsive Society, 1973. Anheier, Helmut & W. Seibel 
(eds.), The Third Sector: Comparative Studies of Nonprofit Organiza-
tions. de Gruyter. 1990. 参照。
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きびしい特別の規制と監督が定められていた。逆に特別の権利義務• 国家の
監督があっても，その会社が固有立法によって設立されなければ，その会社
は特殊会社とは呼ばれなかった。また， たとえば日本勧業銀行 (1897年開
業）， 日本興業銀行 (1902年開業）， さらに日本発送電株式会社 (1939年）な
どのように，固有立法によって設立されていても例外的に政府出資を欠くも
のがあった。これらも特殊会社と呼ばれていたことに注意すべきである。
資本主義の確立と一 わが国の混合企業は歴史的には国際金融のために設
連の特殊銀行の役割 立された横浜正金銀行 (1880年開業， 1887年横浜正
金銀行条令公布，政府一部出資）や中央銀行である日本銀行 (1882年開業，
政府一部出資）に続く明治期の一連の特殊銀行に端を発している。特殊銀行
は本来明治政府の殖産興業政策のてことして，わが国の金融制度の特徴の1
つであった。
わが国の金融制度ははじめ商業金融中心に発達し，農工金融は非常に手薄
であった。ここから産業資本の発展期であった明治30年代府県1行の農工銀
行（府県一部出資）， 日本勧業銀行（配当補給）が設立されたが， これらは
主として地主層への長期低利の農業・不動産金融を目的としていた。さらに
1900年には北海道拓殖銀行（政府一部出資）が開業をみた。しかしこれらの
特殊銀行は創業当初の横浜正金銀行のように破産寸前のものがあり，一般的
に経営不振であって，なによりも原資が不足していた。たとえば勧銀では債
券の応募高が発行の都度発行萬に達しなかった。ここから諸行は例外なく政
府援助，あるいは国営貯蓄銀行である大蔵省預金部資金 (1885年預金規則に
基づく）による債券引受けに依存していた。
続いて今世紀に入り，既述の日本興業銀行が開業した。この銀行は興業債
券の発行， 1905年以降は外資導入により①有価証券担保貸付，財団抵当貸
付，手形割引および不動産担保貸付といった融資業務，R国債・地方債・社
債の応募，引受およぴ買入，株式の買入ならぴに信託業務といった証券業務
をおこなうことを目的としていた。ところが興銀債券の公募，つまり一般金
融機関によるその消化は困難を極め，この結果ここでも大幅に預金部資金に
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(1) 
依存することになった。 1902年~1916年ではこの依存は興業債券発行高の55
鍬政府の尽力もあずかって力があった外貨債券を加えれば， 78.7彩にのぼ
(2) 
っていた。発足当初有価証券担保貸付が同行のいわば本業であったが，活動
(3) 
は低調を続けやむなく有価証券，ことに国債を手持ちする状態であった。
対外投資への役割 大陸への帝国主義的侵略の開始とともに，日本興業銀
行は1904年の消国大冶鉄山への借款などの対外投資や正貨補充のための金山
への貸付といった国策のために融資のほとんどを振り向けた。政府は大蔵省
預金部資金でもってこれらに充当すべき興銀債券のほとんどを引受けた。ま
た，同行は外貨地方債，外貨社債の募集をほぽ独占したが，こうした証券業
務について政府は同行の事実上の独占を陰に陽に助け，同行による数次の満
鉄社債の引受けには政府保証をもって応じた。このように同行は当初の工業
金憩機関の構想から大きく踏み出し，まさに政府の政策代行機関として対消
韓投資へと傾斜していったのである。 1899年台湾銀行（政府一部出資）， 1911
年朝鮮銀行（政府一部出資）が植民地における発券銀行として開業をみた
が，興銀は1917年には政府の内命によって鮮銀・台銀と共に交通銀行第1次，
第2次借款， さらに1918年西原借款を引受けさせられた。結局交銀第1次借
款を除いて債券は未回収に終るのであるが，この間国策と株式会社の営利的
性格の矛盾が表面化し， 1918年2月志立鉄次郎総裁が辞任に追い込まれた。
その頃同行は増資をおこない，興銀債券の公募， 1920年には興銀債券の券面
金額の引下げ (50円から20円へ）によって債券発行を容易にすることを通じ
て，自前の資金を拡充し，大蔵省預金部資金依存からの脱却，経営の自主性
の確保をはかったが，結局これは不成功に終り，預金部資金にバック・アッ
(4) 
プされた国策が会社の論理を圧倒した。横浜正金銀行もこの例に漏れず，
1925年同行による漠冶痺借款が実施された。政府と密接に結びついた特殊銀
(1) 「日本興業銀行五十年史」 1957年， 83~84ペー ジ。
(2) 同上書， 85ペー ジ。
(3) 同上書， 74ペー ジ。
(4) 同上書， 179~183, 212~218, 233~237ペー ジ。
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行の経営はいずれも腐敗と濫費をまぬがれなかったが，この点については中
津海知方氏『預金部秘史』（東洋経済新報出版部， 1928年），石浜知行『特殊
金融機関史論』（育成社， 1937年）に豊富な実例があげられている。
特殊銀行と並んで南満州への帝国主義的支配のかなめとなった特殊会社は
南満州鉄道株式会社 (1906年設立政府半額出資，配当 6分未滴のとき政府持
(5) 
株無配，社債利子の政府補給）であった。この会社は「外国二於テ鉄道ヲ敷
設スル帝国会社二関スル法律」 (1900年法律第87号）および「南満州鉄道株
式会社二開スル件」 (1900年勅令第142号）に基づいて設立されたが，同社は
鉄道業を中心としてホテル・港湾・鉱山・製鉄所その他を直営し，のちには
各種事業79社 (1936年6月現在）を支配した。続いて国外では鴨緑江採木公
司 (1908年政府半額出資），東洋拓植 (1909年政府一部出資），朝鮮殖産銀
行 (1918年政府一部出資）， 台湾電力 (1919年政府一部出資）といった特殊
会社が設立をみた。
新産業の振興 つぎに国内では新産業の導入に対する国家的支援を目的と
した特殊会社が出現した。日本無線電信株式会社 (1925年政府一部出資）が
その好例であった。その設立の経緯を若干紹介しよう。わが国の酉際電信事
業は1871年デンマークの DetStore Nordiske Telegraf-Seleskab (Great 
Northern Telegraph Co.)会社が日本政府の免許をえて，長崎上海間及び
長崎ウラジオストック間にそれぞれ1本の海底線を敷設し開業したのが最初
である。 1888年アメリカはフィリピンを領有し， この結果サンフランシス
コ，ホノルル，グアムを経てマニラに至る海底線が1903年敷設された。この
所有者であった CommercialCable Co. はグアムから小笠原諸島まで海底
線を延長し，この海底線が小笠原諸島までの国内の海底線に接続されてい
た。わが国の国際通信連絡は無線通信が実用化するまでの約40年間， もっぱ
らこの外国会社の所有運営する海底線に依存せざるをえなかったのである。
第1次大戦以降国勢の伸張に伴って国際通信の利用が増加したが，内外の
(5) 「南満洲鉄道株式会社三十年略史」参照。この大株主には安田銀行，千代田生
命，住友銀行の名が見える。
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通信施設の拡充がこれに伴わず， 日米間の通信などは甚しい場合には10数日
を要した例もあると言われる。そこで財界の重鎮渋沢栄一，中島久萬吉，前逓
信次官内田嘉吉などが中心となり， 日米海底電信株式会社の設立計画が熱心
に進められた。しかしこの計画は外交上暗礁に乗り上げ，一転して国内だけ
で国際無線通信事業をおこすことに計画が切り換えられた。そこで巨額の資
金を必要とする国際無線通信施設の建設維持には民間会社があたり，そのコ
ントロールは政府が自ら手中におさめるという特殊会社構想が浮上してきた
のである。ただ電信法第1条には「電信及ぴ電話は政府之を管掌す」ときめら
れていたので，この解釈をめぐって関係者間に意見の相遣がみられ，とくに政
府専掌の原則から逓信省の一部に有力な反対があった。しかし政府としては
当面の目的達成のためにはこの特殊会社構想はいわば渡りに船とも言えた。
結局1923年4月民営許可の方針が閣議決定をみた。同年7月には加藤友三郎
首相は首相官邸に会社創立委員を初め東西の実業家70数氏を招いて，民間資
本を糾合して新事業を起すことが国家財政上からも，また，国際通信自主権
確立の上からも緊急事であることを説き，早急に特殊会社の設立をはかるよ
(6) 
う勧誘懇請した。こうして官民協力のもとに会社の創設をみたのである。
日本無線電信株式会社法 (1925年3月28日法律第30号）第1条はつぎのよ
うに規定している。「日本無線電信株式会社は外国無線電報の取扱の為にす
る無線電信の設備及其の附属設備を為し之を政府の用に供することを目的と
する株式会社とす。」つまりこの会社は主に設備の提供に任じ，政府は電報
の受付配達およぴ機械上の送受信など通信業務をおこなうことになったので
ある。
特殊銀行の場合とちがって，この会社の経営は最初から好調であり，創立
(8) 
第1期においてすでに年7分2厘の配当ができた。
日鉄の成立 1934年日本製鉄株式会社（政府一部出資）が設立をみた。こ
(6) 「国際電気通信株式会社史」 1949年， 1~10ペー ジ。
(7) 同上書， 508ペー ジ。
(8) 同上書， 19ペー ジ。
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の理由が『日本製鉄株式会社設立計画要綱』 (1933年）につぎのように書か
れている。「大規模且系統的の作業を特に有利とする製鉄事業本来の性質に
鑑み，官営製鉄事業及民間主要製鉄事業を基礎とせる合同会社の実現を策
し，其の完全なる統制力と堅実なる資力とに依り，斯業の徹底的合理化を図
り，我国製鉄事業の基礎を盈固ならしむるを以て，最も適当なる方策なりと
(9) 
思料す。」つまり 1929年恐慌以降大きな遊休設備をかかえ，安価なインド銑
による競争にさらされた鉄鋼資本を独占による価格安定と大きな資本力でも
って救済し，経営合理化を達成するのがねらいであった。すでにアメリカで
はUSスチール (1901年）やドイツでは合同製鋼会社 (1926年）といった鉄
鋼合同が成立していた。わが国では主要鉄鋼各社の利害対立が鉄鋼市況の回
復に伴って激化した結果足並みが乱れ，大同合併は結局官営八幡製鉄所のほ
か釜石，輪西，三菱の各製鉄会社，九州，富士の各製鋼会社による 1所5社
の合併となった。この結果日鉄は1934年において銑鉄の95.7形，製鋼の51.5
％，普通鋼鋼材の43.8形，特殊鋼鋼材の3.1形をおさえることになったので晶~:
なぜ半官半民の形態をとるかという点については『社史』はつぎのように
伝えている。 「中島商工大臣は，国営の場合は製鉄所の現在の機構，制度に
おいて多々拘束をうけており，また民間製鉄業と相対立している結果，幾多
の拘束をうけているとして『今後の製鉄業の発展のためには，経済的事清や
財政事情から，官営ではいろいろな支障がある』とのべている。 また，『国
営事業であると，時の政治上の理由により，あるいは時の財政上の理由によ
り，かならずしもその巨額の資金の調達ができないばかりでなく，海外の日
進の発達に遅れず施設をなそうとする時には，随時随所に金が必要に応じて
与えられるということが必要である。これに対し民営とする場合には，民間
事業との関係において新たな資金の配当を受け，計画の進捗にともなって円
満な資金の供給ができる。また民業であることによって，国家の統制のうち
(9) 「日本製鉄株式会社史」 1959年， 41ペー ジ。
(10) 同上書， 78ペー ジ。
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に個人の創作力が発揮されるように組織できる』などの利点をあげてい
窓。」
戦時経済下の特殊会社 戦時下の特殊会社は「国策会社」と呼ばれ， (1)植
民地への資本輸出および辺地開発， (2)特殊産業の振興， (3)物資および価格統
制という 3つのタイプに大別される（＊印は政府出資を欠く）。
(1) 東北興業 (1936年），鮮満拓植 (1936年），南洋拓植 (1936年），台湾拓植
(1936年）， 日南産業 (1937年プラジル移民），朝鮮林業開発 (1937年），朝
鮮マグネサイト開発 (1939年），朝鮮鉱業振興 (1940年），樺太開発 (1941
年）。
(2) 東北振興電力 (1936年），日本通運 (1937年），帝国燃料興業 (1938年人
造石油事業），日本産金振興 (1938年）， 日本発送電 (1939年），帝国鉱業
開発 (1939年非鉄金属）， 大日本航空 (1939年），帝国石油 (1941年），東
亜海運 (1941年）。
(3) 日本硫安 (1938年）， 日本米穀 (1939年）， 朝鮮米穀市場 (1939年）， 日
本石炭 (1940年）， 日本肥料 (1940年）， 日本輸出農産物 (1940年）， 日本
蚕糸統制 (1941年）， 日本木材 (1941年），朝鮮蚕糸 (1942年）。
これらは政府出資ばかりでなく，株式，社債上の特典，事業の独占権，租
税の減免，政府株の配当辞退，補給金など，会社によって若干の異同はあっ
たが，手厚い政府保護のもとにあり，ほとんどが各財閥系資本の参加をみて
いた。したがって特殊会社にはこれら財閥の利害がふかくからんでいた。ま
た，これらの会社以外に満州や中国本士には日本政府あるいは満州国政府の
手で数多くの特殊会社がつくられた。
これらの特殊会社の歴史的特徴は，第1に政府出資が2分の1あるいはそ
れ以上に高まってきたこと（明治・大正期の特殊会社では政府出資は 3分の
1が普通であった），第2に国内の特殊会社の場合ほとんどが財閥系資本の
参加をみていたこと，この 2点にまとめることができる。しかし満州国の特
殊会社の場合は財閥の支配は出資ではなく，むしろ社債引受けのシンジケー
ト団結成を通じてなされていた。しかしながら戦争の拡大と深刻化を背景と
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して第2次大戦前夜には特殊会社の増加はみられず，金庫・営団が新しく出
現したが， もちろんそこには財閥系資本の出資は全くなかった。
2 しくみ
特殊会社は，今日の第三セクターとちがって， さきにのべたように固有立
法に基づいて設立され，企業形態としては株式会社である。それぞれの特
殊会社はその根拠法において共通してつぎの 3つの制度的特徴をもってい
た。もちろん 3つの特徴のそれぞれ細部については，成立時期，事業の性格
などの事情によって各会社必ずしも一律ではなかった。
① 民間出資誘導のしくみ
特殊会社には民間出資を誘導するためにさまざまな特典が与えられてい
た。まず， (a)一般的には政府持株への配当を辞退あるいは政府持株を後配株
として，こうして浮かせた金額を民間持株への配当に追加するか，または政府
による配当補給をおこなって，民間持株については一般市場並みの配当率を
(12) 
確保すること（つまり営利性の尊重）によって民間出資の誘導がはかられた。
(b) さらに政府信用を背景とした社債発行の限度額（商法第297条社債の
総額は払込たる株金額を超ゆることを得ず）の引上げ，社債発行上の「特別
決議」についての特例（商法第296条），社債元利支払の政府保証。
(c) 一部門ー会社といった事業独占規定。
(d) 租税の減免〔登録税の減額，一定条件での地方税の免除，開業後一定
(11) 同上書， 45ペー ジ。
(12) 山崎定雄「特殊会社法規の研究」交通研究所， 1943年438~467ページ。ここに
は台湾電力など21社についてのくわしい説明がある。なお一般市場並みの配当率
とは通常の場合は年6分。ただし国際無線電信株式会社では創立後10年間に政府
持株に対する配当免除の特権が与えられていたが，第5年度以降政府持株に対し
ても民間持株と同率の配当が継続された（前掲「社史」， 19ページ）。また，日本
製鉄では主務大臣の命令等によって損失を生じた場合は政府持株への配当金から
これを控除することができる（日鉄法第17条）ことになっていた（前掲「社史」，
43ペー ジ）。 このように例外がある。戦後の特殊会社でも電源開発圏の場合は政
府持株は無配，日航圏は後配株である。
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期間 (10年）における法人税・登業税の免除（ただし免除されるのは所得に
対する法人税であって，資本に対する法人税—一種の財産税ーーは：免除さ
れなかった。一回限りの登録税とちがって，これは毎年度実施され，金額的
にも大きかったが，対象企業は限定されていた。ただ所得ないし純益が資本
金額に対して 1割を超えるときはこの超過分には課税された），法人税・営
業税の免除に関連して， 配当利子所得についての「分類所得税」（法人所得
のうち配当利子所得にかかる税）の課税除外。租税の減免は特殊会社史の比
較的新しい時期に，具体的には帝国燃料興業（株）(1938年）の場合から現われ
たものであって，特殊会社の国策的側面の一層の顕在化にかかわっていた。J
(e) 法定準備金に対する特例〔商法の原則よりも法定種立金の積立率の引
上げ，積立限度額の撤廃，利益配当平掏（化）準備金の設置J。
(f) 政府補助金は日航（株），東亜海運（株）にだけだされていた。補助金
は特殊会社に一般的に見られた訳ではなく，外地で先駆的任務についていた
(13) 
ものに限定されていたことに注意する必要がある。
③ 政府のきぴしい監督と規制
政府はこのような優遇措置とひき替えにつぎのようにさびしく特殊会社を
監督し規制しており，その結果特殊会社は前掲の“個人の創作力の発揮”に
は程遠い存在であった。
(a) 役員の選任についての政府任命及び解任。
(b) 政府の指示命令権，報告要求及び検査権。
(c) 増資・料金•利益処分・借入金・社債募集・定款の変更·合併・解散
•重要財産の譲渡及び処分・事業の休廃止・事業計画の設定及び変更・支店
及び出張所の設置等の政府認可。
(d) 監理官による実地検査（金庫・帳簿・文書・物件の検査），管理状況
の報告要求，会議出席（株主総会その他の会議に出席し意見をのべること）。
(e) 政府による事業の停止・禁止。
(f) 政府による会社の決議の取消（たとえ決議が法令・定款に遮反し，公
(13) 山崎，前掲書， 499~500ペー ジ。
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益を侵害し，不当な価額の現物出資を容認し，不当な役員報酬を決議し，価
格料金の不当な引上げを決定した場合など）。
③ 国会による規制の欠如
特殊会社では制度的に予算・決算が国会で審議されることはなかった。特
殊会社は国会に対しては囲接的には責任はなかったと言ってよい。
ただ日鉄の場合は，事業計画・予算書，決算書は， 国会の審議ではない
が，営業期ごとに商工大臣の慰可が必要であり，会計検査院の検査はうけね
(14) 
ばならなかった。
特殊会社への批判 特殊会社が企業であるか，行政であるかという問題は
従来から議論の分れるところであるが，行政的な任務をあくまで企業経営の
手段である株式会社に課すことには一定の限界があった。山崎定雄氏はこの
問題に関連して特殊会社への世論の批判をつぎの 3点にまとめている。
①特殊会社は経営能率の発揮と利潤追求の排除を目的としながら，その双方
に失敗している。きびしい規制，独占，事業としては妙味に乏しいことがそ
の理由である。
R事業の種類により不適当なものがある。
⑧戦時統制の強化のなかで一般の株式会社への規制が強化され，特殊会社利
(15) 
用の必要性が薄くなった。
このような特殊会社批判，第二次大戦前夜の営団指向を背景に同氏は，特
殊会社については「区々の行政千渉は成るべく避けて」経営の自主性を強化
(16) 
し，「思う存分の活動を行わしめるべきである」という意見（高田教授），
「始から営利性の期待の少ない事業は株式会社形態で要請する方が無理」
（津曲教授），「本来営利を目的としないような事業を一営利法人としての会
(17) 
社形態によることは適当でない」（大橋教授）といった意見を紹介している。
(14) 前掲「日鉄史」， 861ペー ジ。
(15) 山崎，前掲書 27~28ペー ジ。
(16) 同上書， 29ペー ジ。
(17) 同上書， 31ペー ジ。
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つまりここには特殊会社の基本的な経営のあり方とその限界が指摘されてい
る。これらには現段階の第三セクターのあり方に対する歴史を超えた教訓が
宿っている。
3 まとめ
特殊会社では①資金面などの優遇措置，これと開連して③政策上かなりき
びしい規制がおこなわれており，このような規制と株式会社形態との矛盾は
議会からの規制がないというかたちで部分的に解決がはかられていた。しか
し，このような特殊会社のしくみは事業の性質，そこにおける政策のなかみ
によっては好成績に結びついた場合もあったが， うまく働かない場合も多か
った。ここから混合企業の守備範囲，経営原則のあり方については一定の交
通整理が避けられないことがわかるのである。第2次大戦以前の特殊会社の
歴史を振り返るとき，民間の資本蓄積が幼かった段階で民間産業の上からの
育成強化について果してきた特殊会社の歴史的意義を十分念頭におく必要が
あるが，すでに紹介した特殊会社についての山崎定雄氏の具体的指摘は，こ
れから考える第三セククーのあり方への大事な示唆をふくんでいると言って
よい。
n: 第三セクターの推移と問題点
1 推移
特殊会社の解体と復活 第2次大戦後ほとんどの特殊会社は国策会社とい
う理由で占領軍に解体された。また， 1946年には政府出資の平等待遇，政府
による配当補給金や債務についての保証契約（大蔵大臣の指定する会社・法
人を除く）の禁止を規定した「法人に対する政府の財政援助の制限に関する
法律」が制定をみた。しかし講和後たとえば電源開発（株） (1952年電源開発
促進法）， 日本航空（株） (1953年）等の諸会社が再ぴ特殊会社形態において
出硯した。こうして昭和30年代には石油資源開発（株） (1955年）をはじめ，
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特殊会社の設立は最後の最盛期を迎えることになった。
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地方自治体と第三セクター わが国公企業史における戦後の大きな特徴は
第1は国レペルでの公共企業体制度の導入，第2は地方レペルでの混合企業
の目をみはる増加であった。ことに1960年代， 70年代前半の経済の高度成長
のなかで，①産業基盤を中心とする社会資本のたち遅れ，R三割自治の名で
知られている地方自治体の自主財源の乏しさ，これによる民間資金導入の必
(1) 
要性，⑧弾力性を欠いた地方自治体の財務会計制度の制約などのために，地
方公社への期待がしだいに高まってきた。民間資本を誘導するための特殊会
社とちがって，ここでは公私の思惑が逆転し，資金に困っていたのはむしろ
地方自治体側であった。したがって戦後の地方公社への自治体の措置には戦
前の特殊会社でみられた多彩な優遇措置はみられない。
ある調査によれば，回答数152件のうち， 自治体から融資38彩，税の減免
(2) 
20彩，補助金12彩といった状態であった。そこで地方自治体は財政資金の不
足を民間資金に肩代りさせて解決しようと考えた。
他方，民間企業は地方自治体の開発計画や都市計画にうまくはまり込み，
長期的視野から有利な投資機会をねらえる手がかりを地方公社のかたちで確
保しておく必要があった。このため地方公社，とりわけ第三セククーは好都
合なしくみであった。
1960年代から70年前 第三セクターがクローズ・アップされたのは比較的
半の状況 最近のことである。したがって1960年代， 70年代に
ついては文献資料上の制約をまぬがれない。そこで比較的に資料上の継続性
がある地方公社の動向調査を通じて第三セククーに接近することにしたい。
このことには根拠がないわけではない。あとに掲げる表1でみるように，地
方公社のうち商法法人はほとんど全部が第三セクターであり，民法法人も 4
(1) 加藤和「地方公社急増とその功罪」「都市問題」第5筑紅0号， 1961年10月。
(2) 経済企画庁総合計画局社会資本班「第三セククーに関するアンケート調査結果
報告」 1978&平3月によれば，回答数152件に対し融資を38鍬税の減免を20%,
補助金を12%の第三セクターがえているだけである (10~11ペー ジ）。
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割前後は第三セクターであると考えてさしつかえないからである。
さて1960年代前半は開発公社や住宅公社（住宅協会）といった地域開発関
係と住宅関係のものが地方公社の中心であった。これらは1960,1961年頃急
増し， 1961年12月現在地方公社総数265法人のうち開発関係96法人(36.2%),
住宅関係57法人 (21.5%)を占めた。この時点でもすでに株式会社・有限会
社といった商法法人は72法人，全体の26%を占めており，主として観光，交
(3) 
通，港湾埠頭関係に集中していた。
これに続いて1960年代後半から70年代前半，つまり昭和40年代においては
地方公社は主に地域開発のための道具であった。 1964年発足の地方開発事業
団の失敗のあとをうけて，土地対策として1972年特別法に基づく地方公社の
1つとして土地開発公社が法制化された（他の2つは住宅供給公社，道路公
社）。土地開発公社は1972年， 73年及び74年の3カ年間にまさに爆発的にふ
ぇ， 1,201法人もの設立をみた。このため1975年4月1日現在地方公社（特
別法に基づく法人をふくむ）は総計3,068法人に達した。しかもこのうち地
(4) 
域・都市開発関係は1,689法人，実に全体の55.1%を占めていたのである。
この間1869年の新全総が第三セクタ一方式を大規模プロゼクトの事業主体
にすえて以来，開発規模の巨大化，公共セクターの限界，とくに民間資金の
調達の利便などの理由から‘‘開発型第三セククー”の利用がクローズ・アッ
プされてきた。 1973年の「経済社会基本計画」でも第三セクターの積極活用
が提起された。
しかしながら1975年4月1日現在の全国の地方公社総数3,068法人のうち，
株式会社・有限会社といった商法法人は343法人 (11.2%)にすぎなかった。
これに対し民法法人は1,400法人 (45.6%),特別法に基づく特別法人は1,325
(5) 
法人 (43.2%)にのぽった。ただ指定都市では商法法人が51法人，指定都市
の地方公社の38.9%をも占めていたことは注目される。
(3) 自治省「地方自治月報」第32号， 1962年3月より。
(4) 立田消士「地方公社の経営」，地方財務協会， 1976年， 60ペー ジ。
(5) 立田，前掲書， 77ペー ジ。
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その特徴 すでに触れたように1969年の新全総では第三セクタ一方式がク
ローズ・アップされたが，理想と現実はかなりちがっていた。第三セクター
の経営は借入金でまかなわれ，経営基盤は弱体であった。そこで効率性と公
共性の調和は成功せず，外部の利害の衝突がそのまま企業の内部にもち込ま
れ， したがって第三セクターは資本調達および事業実施機関の機能に限定さ
れ，また民間のメリットが明確でないまま“おつきあい;,的参加が多いとい
(6) 
った第三セクターに対する低評価が現われるに至った。この時期における第
(7) 
三セククーの出現の背景と理由を立田清士氏はつぎのように分析している。
(1)開発規模の巨大化，高度化に対応した開発主体の必要性，大量の資金・人
材の供給と高度の技術の集積。 (2)開発需要に対する行政セククーの限界（つ
まり組織の細分化，権限関係の複雑さ，セクショナリズム，予算主義など）。
(3)民間部門の限界（営利性のため視野が短期的，部分的になりがちであり，
曝境的要素や社会的要素を加味する必要があること）。 (4)資金，知識，技術
の調達の優位性と資金配分の合理性。 (5)利害関係の調整の可能性。 (6)危険負
担の分散。
オイル・ショック 1973年12月のオイル・ショックを境に日本経済が高度
以降の状況 成長から低成長に転換するとともに地方公社に一定の
変化が現れた。まず地方公社は着実にふえ続けた。しかもそのなかみをみる
と，特別法に基づく地方公社の比重が激減し，民法法人とくに財団法人，商
法法人とくに株式会社の割合がふえてきた。このような地方公社の変化は第
三セクター法人の傾向的増加のなかで起っていたことを記憶しておく必要が
ある。
そこで自治省の地域政策研究会編『昭和63年版地方公社総覧』（ぎょうせ
ぃ， 1988年）から第三セクターの推移をたどることにしよう。ただしここに
収録された法人は「ひとつの地方公共団体が25%以上出資している民法法人・
商法法人」に限定されている。したがって単独出資の地方公共団体の出資が
(6) 立田，前掲書， 50~51,59~60, 77~79ペー ジ。
(7) 立田，前掲書， 48ペー ジ。
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表1 地方公社（特別法に基づくものを除く）における第三セクター法人の新設数
＼性翌吼lll!~訃a/~ 彩I~法盈li!~~I b/~ 彩IA+B I a+bla+b/A+: 
1975年まで 1,229 453 36.86 316 285 90.19 1,545 738 47.8 
1976-----1978年 296 120 40.54 56 56 100.00 352 176 50.0 
197g,.,_,19g1年 349 150 42.98 79 78 98.73 428 228 50.3 
1982~1984年 401 171 42.64 69 65 94.20 470 236 50.2 
1985~1987年＊ 238 89 37.39 101 91 90.10 339 180 53.1 
---- ---
12,5131 9831 l 6四1 5751 13,134,_1,5581 49.7 
（注）地域政策研究会編「昭和63年版地方公共社総覧」ぎょうせい， 1988年より作成
* 1987年は1月1日のみ。
25%に達しない場合はもちろん収録されないばかりでなく，複数の地方公共
団体の出資類の合計が総出資額の25彩以上になっても，個々の地方公共団体
の出資額がいずれも25彩未満である場合には収録されない訳である。さて表
1からわかるように，特別法に基づくもの（住宅供給社・道路公社・土地開
発公社）を除く地方公社（以下特別にことわらない限り同じ意味に用いる）
における最近までの増加の約半数は第三セクター法人である。すなわち1975
年までは地方公社総数1,545社のうち738社，つまり 47.8彩が第三セククー
（民法法人・商法法人の両方をふくむ）であったが， 1987年1月1日硯在ま
でにこうした第三セクターは1,558法人に達しており，地方公社総数3,134法
人の49.71%という大きな割合を占めるようになっている。とくに1985年，
86年の 2カ年間の設立だけをとれば，第三セクター法人は339社，つまり53.1
彩になっている。ただ地方公社のなかには民間出資が全くないものはかなり
ある（民法法人のうち1,530法人，商法法人のうち46法人）。また特別法に基
づく地方公社は1,536法人（内訳は住宅供給公社56法人，道路公社35公人，
土地開発公社1,445法人）であり， これらを加えると 1987年1月1日現在の
＊ 
すべての地方公社は4,670法人となる。
＊ これらの数字は前掲の「昭和63年版地方公社総覧」第3編「地方公社一覧」所収
の法人を筆者が独自にに集計したものである。
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表2 第三セクターの法人数の状況 (1987年1月1日現在）
＼ 民法法人 1 商法法人 I合計業務区分 ~ 瓢塁需市町村1 計 雷盟塁需市町村I 計
地域・都市開発関係 13 ゜27 40 4 
， 45 
(105.8 1)
98 
(4.1) (6甜住宅・都市サ-ピス関係 13 1 6 20 1 2 23 26 
(2.0) (4.5) (3.0) 
観光• V ジャ-関係 17 3 20 40 17 3 118 (2143.08 ) 178 (4.1) (11.4) 
農林水産関係 271 6 59 336 25 10 57 92 428 
(34.2) (16.0) 
（(町117.584)  商 工 関 係 78 7 24 109 ， ， 51 
(126.09 ) (11.1) 
社会福祉・衛生関係 113 7 33 153 1 18 晶 172 (15.6) (11.07 ) 運輸・道路関係 2 ゜2 4 66 22 25 113 (0.4) (19. 7) (7.5) 教育・文化関係 85 13 46 (11444 .6) 144 (9.2) 
公害・自然環境保全関係 19 2 5 26 2 2 clも箭 (0.3) そ の 他 95 4 12 26 5 27 58 169 
(11.3) (10.1) (10.8) 
計 I 706 43 2341 983 , 149 60 3661 (10g叫(10,58 0.0) (100.0) 
（注） 1. ( )内は％
2. 地域政策研究会編r昭和邸年版地方公社総覧」ぎようせい， 198糾戸より作成。
つぎに表2をみてみよう。ここには1987年1月1日現在の第三セククーの
法人数が業務区分，つまり分野ごとに分類されている。これをみると民法法
人の場合は農林水産関係の法人の割合が最も大きい。これに次いで割合が大
きいものから順に並べると，社会福祉・衛生，教育・文化，そして商工関係
となっている。これに対し商法法人の場合は観光・レジャー関係の割合が最
も大きい。そのあとに運輸・道路，農林水産，商工関係の法人が続く。この
ように民法法人形態の第三セククーと商法法人形態の第三セククーを比べる
と，民法法人はおおむね行政的な分野を，商法法人は収益的分野を指向して
いると言えるが，ともに‘‘管理型第三セククー”と称すべきクイプが大きい
ことがわかる。
各行政レベル
での状況
さらに表2から民法法人，商法法人という区別はとり去っ
て，各業務区分について都道府県，指定都市（つまり大都
市）およぴ市町村といった行政レペルごとに第三セククーの法人数の状況を
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みてみよう。たとえば地域・都市開発関係については，都道府県の第三セク
ター法人数は17,指定都市9,市町村72である。いま都道府県，指定都市お
よび市町村といった自治体レベルごとに法人数が比較的多い業務区分から順
に1位から 4位まで並べるとつぎのようになる。
都道府県レペル……①農林水産 ②社会福祉・衛生 ⑧商工 ④教育・文
化
指定都市レベル……①運輸・道路 ③農林水産 ③商工 ④教育・文化
市町村レベル•…..①観光・レジャー ③農林水産 ③商工 ④地域・都市
開発
ここには自治体レベルによって異なる第三セクターの任務が特徴的に浮き
彫りにされていて興味ぶかい。 (a)農林水産，商工関係といった産業政策がす
べてのレベルでみられる。 (b)これらを除けば都道府県レベルでは管理委託の
受け皿である社会福祉・衛生関係，教育・文化関係，指定都市レベルでは大
都市の港湾施設，自動車運送ターミナル，新交通などの運輸・道路関係と管
理型の教育・文化関係，市町村レベルは地域の発展の目玉である観光・レジ
ャー関係，用地問題ばかりでなく情報化など新しい課題をかかえた地域・都
市開発閲係の法人の割合が大きいことがわかる。
2 現状ー一概観—
最近の傾向 ところで第三セクターの最近の状況はどうなっているだろう
か？いまのところ地方公社の全国資料としては前掲の地方政策研究会編『昭
和63年版地方公社総覧』の数字が最も新しい。そこでこの文献によって
1985年， 86年の2年間に設立された第三セククーの法人数を各分野ごとにま
とめると表3のようになる。ここでも民法法人の場合は依然農林水産関係の
法人が割合の最も大きいものの1つとして残っており，さらに同じ割合で商
工関係，続いて福祉・衛生，教育・文化関係となっている。商法法人の場合
は観光・レジャー閲係の割合が最も大きく，商工，地域・都市開発，運輸・
道路関係がこれに続いている。しかし，この表3と表2を比べると，割合の
第三セククーの歴史的展開（寺尾） (461)135 
表8 地方公社のうち1985年， 86年の2年間に新規設立をみた第三セクター法人
＼、 ~I 民法法人 商法法人 I
業務区分',--~ 都府道県 都指定市市町村l計 都府道県 指都定市市町村l計 合 計
蜻域・都市開発関係 3 3 6 I 2 13 16 22 
(6. 74) (17 .58) (12.22) 
住宅・都市サー ピス関係 1 1 1 3 6 6 ， 
(3.37) (6.59) (5.00) 
観光 •V ジャー関係 2 1 2 5 19 19 24 
(5.61) (20.87) (13.33) 
晨林水産関係 11 7 18 2 8 10 28 
(20.22) (10.98) (15.55) 
商 工 関 係 11 1 6 18 1 15 16 34 
(20.22) (17.58) (18.88) 
社会福祉・衛生関係 11 1 3 15 1 2 3 18 
(18.85) (3.29) (10.00) 
運輸・道路関係 11 1 4 16 
(8.186 8) (17 .58) 
教育・文化関係 5 3 5 13 13 
(14.60) (7 .22) 
公害・自然環境保全関係 1 1 2 2 
(2.24) (1.11) 
そ の 他 6 3 ， 3 2 5 14 
(10.11) (5.49) (7. 77) 
計 I 51 7 31 lc100.~~)1 19 3 691(100.~ ぉI(100瑞
（注） 1. ( )内は％
2. 下記資料の「民法及び商法等に基づく地方公社一覧」 (116~471ペー ジ）について
集計した。そこに収録されているデー クは1987年1月1日現在のものであるが，
この日に設立された法人はない。
3. 雌域政策研究会編「昭和臼年度版地方公社総覧」ぎょうせい， 198辟Fより作成。
大きさの順位において一定の動きが硯われていることも見逃せない。
①民法法人についても，商法法人についても農林水産関係の割合がかなり
減り，商工関係〔たとえばコンペンション・メッセの誘致，同施設の管理運
営，研究開発およぴ助成，債務保証，地場産業の振興，特産品の製造販売，
テレコム（ソフト・ウエアの開発），果実酒類等の製造販売など］の割合が
顕著にふえている。これに加えて商法法人ではとくに顕著であるが，地域・
都市開発関係（テレトピア，メディアボート，駐車場整備，再開発ビル管理，
宅地造成，スキー場開発，村おこし事業など）の割合もふえている。最近第
三セククーの増加のかたちで財界・産業界が地域経済に対する役割を強めて
いるが，これは観光・レジャー関係の大きな比重と商工関係，地域・都市開発
関係の割合の増大に象徴されている。②ほとんど民法法人であるが，社会福
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祉・衛生関係，教育・文化関係といった住民の福祉に直接かかわる分野に第
三セククーが期待され始めている。たとえばシルバ一人材センクー，ホーム
ヘルパー派遣事業，障害者福祉，勤労福祉会館・文化会館の管理運営，保健
施設，腎朦バンク，アイバンク，育英資金の貸付，スボーツ振興，休日夜間
救急センクーの管理運営，文化活動，医療事務，公園管理などさまざまであ
る。この 2点はとくに注目すべき最近の傾向である。第三セククーはこのよ
うにいよいよ多彩になってきた。
これらの動きは資金調達動機から経費節減，効率化動機へと移ってきた従
来の動機に加えて，いまやかね余りのなか安全な投資先を求めて懸命になっ
ている民間金融機関，大企業による第3次産業への進出〔観光・レジャー関
係ばかりでなく「社会資本整備」の名のもとに新展開をみている運輸・通信
（情報化），商業，金融など），さらに消費型社会への移行に伴って変質しつ
つある市民要求への対応という新しい動機に導かれている。
現段階の第三セ 三全総 (1977年）から行政改革の進展，とくに中曽根内
クターの諸類型 閣の成立 (1982年）と民活論の活発化によって第三セク
クーに大きな期待が集まり，とりわけ1986年以降今日まで第三セククー関連
のさまざまの法的措置が展開をみている。以下その任務のちがいから第三セ
ククーを大別し，それらの内容を概観することにしたい。
(1) 開発型第三セククー
このクイプはいわばハードな側面をになう第三セククーである。道路・港
湾・用地造成といった“産業基盤整備”からニュークウン鉄道・近郊鉄道等
の建設，最近では都市再開発，都心部の地下鉄建設，さらに業務・コンベン
ション・情報化関連の“上物整備"(=施設建設）を中心とする民活型開発
に重点が移ってきており，ここでは開発と管理が複合して出現している。こ
の点に開連してこのクイプには次の 3つのパクンがみられる。
①産業基盤型第三セクター
この典型は1972年設立の苫小牧東部開発（株）である。この場合は北海道庁
が企業債を発行して土地の先行取得と漁業補償をおこない，この先行投資を
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この会社が用地分譲によって事後的に回収するしくみになっていた。しかし
最近は一般に円高による工場の海外立地の増加， 3大都市圏への投資の集中
〔たとえば第三セクター関連では開西国際空港（株），東京湾横断道路（株）〕
のなかで産業空洞化はもっばら地方に集中する傾向である。ただ1980年後半
から1990年の今日に至る好況のなかでブルカラーを雇用しにくい状況や土地
の高騰の影蓉から工場の地方立地がある程度進行している。しかし，それに
もかかわらず地方での大規模産業フ゜ロゼクトは依然絶望的である。
③都市経営型第三セクター
この好例は大阪市開発公社である。この会社は高速道路の高架下を利用し
て都心部に卸売センターのビルを道路と一体的に建設し，ビルの入居者から
えた資金でもって高いビルの建設費を捻出した。これは賢明な手法ではある
が，資本にとって陽のあたらないところでは使えない。
⑧民活型第三セククー
このパタンは， 1986年の民活法， 1987年の民間都市開発の推進に関する
特別措置法， リゾート法，社会資本整備法 (NTT株売却益の無利子融資制
度）， 1988年の多極分散法， 1989年の地域総合整備資金貸付制度（ふるさと
創生事業）などによる政府助成にささえられたいわゆる民活型開発の大合唱
のなかで，最近その主役としてブーム的盛り上りをみせている。たとえば横
浜市の「みなとみらい21」，千葉県の「幕帳新都心計画」にはこのパクーン
の典型がみられる。前者では（株）横浜国際平和会議場，（株）横浜みなとみら
い21など，後者では（株）日本コンベンションセンターがそれである。ここで
は， (a)市や県，つまり公共デベロッパーが基盤整備をおこない，民間大企業
と第三セクターが上物整備をするといった形の緊密な連携と機能分担，さら
に開発と管理・企画機能（たとえば（株）横浜みなとみらい21の場合）のきわ
めてユニークな組み合せが注目される。 (b)民活法の「特定施設」に指定され
ることによって， NNT株売却益無利子貸付，開銀の低利融資，補助金がつ
いてくる。しかし，これらのプロゼクトについて大坂健氏は，進出企業によ
るさまざまな利益・便益の享受，生活環境の劣悪化，目的である東京一極集
138(464) 第 35巻第 4 号
中の綬和や雇用の創出の不可能，経営困難の発生，第三セククーでの民間と
行政の癒着の弊害，したがって住民監視が必要にもかかわらず住民参加が欠
(8) 
如していることなどを指摘している。
また目下，東京都地下鉄建設（株），関西高速鉄道（株）など第三セククーに
よる地下鉄建設が営団・公営に代って都心部で進行している。商業施設や観
光施設だけでなく，ここでみるように生活基盤的な社会資本の分野に第三セ
ククーが広がっていることが注目される。
(2) 管理型第三セククー
これはいわばソフトな側面をになう第三セククーであり，つぎの2つのパ
クンがある。
① 「安上り行政」型第三セククー
これは補助金の受け皿としての第三セククーをも含むが，最も一般的なパ
クンであって，外郭団体に管理委託すれば実質的に1号俸は安く人が雇える
ことと OB対策が硯実的な動機であり，今日に至るまで第三セククーの主因
の1つである。
国鉄民営化に伴って最近見られる第三セククー鉄道もこのパタンにはい
る。これは1984年ごろから国鉄赤字ローカル線の運営を引き継ぎ，続々と設
立された30社をこえる鉄道会社であり，これには民間主導型と自治休主導型
の2つがある。いずれも転換にあたって，施設・設備の無償譲渡または無償貸
与の上に，初期投資及ぴ転換基金設置のための転換交付金（いわば支度金），
5カ年間の欠損の2分の 1補助など国の財政措置や自治体・企業等からの運
用・協力基金，住民の協力会設置などの支援体制にささえられている。ここ
では国鉄の命とりとなった借金は今のところ国の負担であり，多くの会社は
無償貸与によって相当大きな固定資産税の負担をまぬがれている。しかし欠
損の2分の1補助のある 5カ年間が終る時期が近く，経営が楽観できない会
社も少くない。
(8) 大坂健「業務核都市構想と「民間活力」」（「東京圏再絹と業務核都市構想JI」
第5章）東京市政調査会， 1989。
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③行政ソフト化型第三セククー
これには2種類がある。 1つは次第に疲弊する地方において地域の活性化
と中高年層の麗用効果が期待できるところの研究開発・助成・債務保証・低
利融資・地場産業の振興•特産品の製造販売・果実酒等の製造販売などの産
業政策，さらに休養・レジャー施設関係の産業政策を内容とする第三セクク
ーであり，実に多様である。
(9) 
2つめは高寄昇三氏が「中間サービス需要」と呼んでいるが，生活水準の
上昇に伴う中間層の多様な生活ニーズ，つまり必要な公共施設の建設がほぽ
完了した段階での施設の使い方や運営の改善をめぐる市民要求に応ずべき生
活文化・社会福祉施設，余暇・スポーツ施設関係等の第三セククーであり，
とりわけ財団法人のものが多い。
3 問題点
第三セクター 第三セククーの制度上の諸特徴をまとめてみるとつぎの 3
の3つの特徴 点になる。
①一定の収益的条件がいること
第三セククーには一定の経営の自主性，言い換えれば規制からの一定の自
由がなければならない一ーしかし実質があるのは議会による規制からの自由
だけであって，ほとんどの場合行政主導は変っていない—，この点は重要
なボイントである。経営の自主性は本来経営と規制の関係の問題であるが，
角度を変えて見れば経営の自主性とはそのもとでのみ市場メカニズム，資本
の論理に経営をまかせることのできるところの条件であると言える。したが
って収益性が基礎になければこのメカニズムは働かない。第三セクターの最
大の利点はこのメカニズムが利用できるということである。かつて特殊会社
では政府持株を無配当あるいは後配株にすることによって民間持株に対し通
常の収益が企業内で保証されていたが，いまはこのしくみが法律上禁止さ
(9) 高寄昇三「民活事業と地域振興」公共投資ジャーナル社， 1989・11,45~47ペ
ージ。なお中間サービスについては高寄昇三「高齢化社会と地方自治体」日評，
1986年参照。
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れ，これに代ってたとえば民活法等の法律によって第三セクターを条件に補
助金がだされるケースがふえている。財政民主主義のあるところ補助金には
国民の監視の目がつきものであるが，このなかで第三セクターが経営の自主
性を保つことは至難のわざである。そこで第三セクターがその最大の利点を
失いたくなければ，一定の収益的条件をもつ業務や地域を選んで行動するこ
とが何よりも必要である。しかもこのことがこの企業形態の限界でもある。
R異なった行動原理のものの寄り合い所帯であること。
公共的所有と私的所有の結合を特徴とする第三セクターは本来呉越同舟で
ある。いい側面をあげれば少くとも半分は企業原理が働くので，公共セクタ
ーよりも効率化の動機がある。反面，わるい側面をあげれば行政的意図の達
成が企業的本能によって制約されることが考えられる。うまくいかなければ
リーダーシップの欠如，意志決定の遅れが起るかもしれない。また，責任の
分散になりやすい。
⑧逆に慣れ合いから第三セクターは腐敗や汚職の湿床になりかねないとも言
える。第三セクターには閉鎖的，官僚的，特権的になりやすい体質がある。
現実の第三セクターは議会を排除して行政だけがかかわるしくみになって
おり，一般に行政主導である。したがって官僚主義が持ち込まれやすく，た
て割行政，天下りが起りがちである。また，第三セククーの企業的側面は公
開性に背を向け秘密主義に導きがちである。このなかから受注上の特別の便
宜が特定企業に生じても決して不思議ではないのである。
守備範囲の適正化 さて第三セクターの今後のあり方は，このような制度
上の諸特徴に対応して利点を生かし欠点を正すような仕方で与えられよう。
まず第1点は守備範囲の適正化の問題である。収益的業務で非収益的な部
分をカバーする都市経営的手法が許される事業に第三セクターは最もびった
り合っている。たとえば大阪地下街（株）の場合，この会社は民間資金による
地下街建設によって財源を捻出し， クーミナル機能の改善を実硯した。すで
に触れた大阪市開発公社のケースも考え方はこれに似ている。
これら 2つの場合についても言えた訳であるが，市が持っている道路の管
第三セククー の歴史的展開（寺尾） (467)141 
理権限との関連が混合出資の理由の重要な要因であることはいなめない。こ
れと同様に権利との関連が問題になる場合もある。その一例は大阪メディア
ポート（株）である。この会社は1985年10月設立された第2電々の 1つである
が，光ファイパーケープルを通すために大阪市営地下鉄と高速道路を利用す
るとともに，大阪市港湾局が計画する衛星通倍施設大阪テレポートに接続す
る計画があるので，大阪市と財界が共同出資したものである。他の例は京阪
高速鉄道（株）である。この会社は車両をもたない地方鉄道会社という特色が
あるが，京都市営地下鉄の計画路線の一部について京阪電車がすでに免許を
もっており，また，将来にわたって連絡・調整機能が見込まれるところか
ら，京都市と京阪電車などが共同出資したものである。これらの場合も第三
セククー化の可能性は必然的に高い。
さらに通常は民間ペースで経営されている分野であっても，地域的に需要
が小さい場合雇用対策や地域振興策の必要から，地方自治体がその地域政策
の一環として先導的に資本参加し第三セククーを設立するケースがある。こ
れらも比較的に納得的な場合である。このような条件を軽視して公共的分野
に無原則的に，経営管理上の理由だけで第三セククーを拡散するのは正しく
ない。
地域的に見ると，大都市では金利のつくかねでも回収可能である。したが
って大都市は民活型第三セククーの舞台になりやすい。地方中核都市でも民
活の余地はあるが，あまり大きな規模は期待できない。しかしながらその他
の地域では土地投機のほかはほとんど大きな期待はもてないのである。
委託について 第三セククーが委託の受け皿として問題になっているケー
スが多い。こうした受け皿のほとんどは民法法人のかたちをとっていること
が示しているように，民間出資には収益的動機ではなく何らかの具休的動機
があると考えられるが，地方自治法に例示されている固有事務に属する基礎
的行政である社会福祉，教育・文化サービス等を地方自治体が効率化だけの
理由で委託することは，その受け皿の適否は別として，行政責任と行政サー
ビスの公共性から簡単に容恩できない。自治体職員のモラールを高め，住民
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に喜ばれる効率的行政サービスの工夫をまず直営が示すことが基本である。
しかし公共サービスヘの住民要求が非常に複雑化し，質の高いサービスを
目標にしているので，こうした住民要求に対して公務労働の諸制約のもとで
十分対応できるかどうか現実には問題がある。そこで必需的サービスと高次
なサービスをわけ，無償，有償といった負担の仕方（水道事業のようにサー
ビスの量が問題になる場合と老人福祉事業のようにサービスの質が問題にな
る場合では異なる）との関連においてあくまで行政で実施するのか，第三セ
クター的なかたちを選択するのかを決めるべきであろう。
助成について むしろ問題は第三セクターヘの助成のあり方にある。実際
助成に対しては強い要請がある。しかし原則的に民間活力を期待されている
第三セクターが無原則的に助成に期待するのは間遮っている。一般に補助金
は公的介入を強め，企業性を薄めるように作用する。地方公社は市から委託，
(lo) 
補助金などのある範囲でしか仕事をしないという報告があるくらい無原則的
な助成待望には問題がある。とくに特定の団体への恒常的な委託や補助金支
出は場合によっては行政の責任逃れと言えないこともない。補助金支出は第
(11) 
三者機関の公正な判断が前提されるべきであるという意見があるが，少なく
とも助成のあり方は事業の性格（政策目的）と事業主体のちがいに応じて決
めるべきであろう。
経営管理，とくに 第2点は‘‘寄り合い所帯”のなかでどのような経営管
責任体制の問題点 理が望しいかという問題である。この点については地
(12) 
方行政システム研究所の調査報告書 (1983年3月）の「地方公社の組織・人
事」（秋田周氏担当）にあげられている課題が参考になる。①地方公社の法
(10) 自治総合センター「大都市におけるまちづくりと地方公社の役割」 1983年3
月， 99ペー ジ。
(11) 自治体問題研究所編「地域と自治体」第12集（特集民間委託の争点）， 自治体
研究社， 1981年， 87ペー ジ。
(12) 地方行政システム研究所「自治体の出資法人の定住構想の推進に果す役割とそ
の組織・運営の実態に関する調査報告書（地方公社に陳する調在）」 1983年3月
142~153ペー ジ。
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的位置づけ（とくに兼務の禁止，地方公務員法の適用，地方公務員等共済組
合などでの取扱いの明確化など），⑨複合化・総合化（たて割の弊害除去，
管理経費の減少，採算部門と不採算部門を同一経営に属させることによる収
支バランスの回復，既得権化した事業の整理，無責任体制にならないための
(13) 
事業部制の導入ー一この点は高寄昇三氏も強調している一ー，既設公社の業
務範囲の見直し，事業拡張による採算性の向上）。⑧責任体制とリーダーシ
ップの確保，④地方公社と関係地方公共団体，他の地方公社との間の協力関
係（たて割体制の改善，関係地方公共団体側のリーダーシップと調整機能の
(14) 
発揮，地方公社間の連絡協力のしくみ），⑥組織目的の見直し，人員の洗い
直しおよび内部組織の拡大に対するチェックの必要，⑥適材の確保（民間の
人材の活用，退職者を使うことはいいが定年制を），⑦人事交流（出向を活
性化に活用すること， プロパー職員のモラールの向上，研修の必要），⑧職
員の処遇（年功序列的給与体系の見直し，勤務時間の弾力化，プロバー職員
の適切な採用，関係地方公共団休からの応援でカバーすること，職員の共同
採用，相互派遣制度の採用など）。これらのうちとくに⑧の責任体制をどう
するかが最大のポイントである。重要な業務を出向者が占めている現状のも
とでは，この点があいまいになりやすい。
規制上の問題点 第3点は地方自治体による第三セクターの規制の問題で
ある。第三セククーでは，すでに指摘したように，責任体制や経営の自主性
の確保は非常に重要であって，規制ないしコントロールはこれらと両立する
ことが必要である。ただそうは言っても第三セククーでの官僚主義や腐敗ヘ
の危惧も無視できないので，士地利用計画，消費者保護，環境政策などはっ
きりした目的をもった規制やコントロールは避けることはできない。第三セ
ククーは政策的コントロールは甘受しても，経営的コントロールは排除する
(13) 高寄昇三「地方自治の経営」学陽書房， 1978年， 172ペー ジ。
(14) 大阪市では地方公社についての窓口の一元化のため，各局に担当課長をおいて
いる（自治総合センクー，前掲書， 90ペー ジ）。
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(15) 
というのが原則であると言われるゆえんである。
ここでは規制のしかたについて考えてみよう。現行法では地方自治体が関
係する第三セククーの場合議会，首長，監査委員の 3レベルの監督がある。
首長は地方自治法第221条3による調査権および報告聴取の権利をもつが，
現実の力関係では財政上，人事上，政策上非常に強い力をもっている。ま
た，都道府県知事は民法上の公益法人に対して主務官庁の権限を委任されて
いるので， 監督上必要な命令をおこなうことができる（民法第67条2)。監
査委員は地方自治法第199条6によって経理等の監壺ができる。
問題は議会による監督である。現行法では①議会は第三セククーに対する
補助金，貸付金等を地方自治体の予算の一部として当然予算審議の対象にで
きる。しかし事実上個々の第三セククーについて問題点の把握ができていな
いと予算上の問題点の有効な指摘がむずかしい。R地方自治法第243条3に
よって議会は第三セクターについても法律に定めるものについて経営状況の
説明書類の提出をうける。ただし誤決等の承認手続きはいらないので，あく
まで議会審議の材料の提出という意味あいである。⑧地方自治法第100条1
によるいわゆる 100条調査権（関係人の出頭及び証言，記録の提出の請求）
がある。しかし議会による規制は間接的であり， 大まかにならざるをえな
い。このような実情に対して議会に第三セククーをふくみ地方公社に関する
(16) 
調査特別委員会を設けたり，議会が地方公社の運営について予算審議に先立
って事前説明を受けたり，事後的統制に力点を置いて決算報告についてより
(17) 
詳細な報告を求めるよう改革する試みがある。経営権の侵害にならない規制
のしかたを見出すことはこれからの重要な課題である。
（本稿は昭和63年度～平成2年度文部省科学研究費一般研究(C)によ
る研究成果の一部である。）
(15) 神戸都市問題研究所編「都市経営の理論と実践」勁草書房， 1977年， 181ペー
ジ。
(16) 自治総合センクー ，前掲書， 44ペー ジ。
(17) 高寄昇三「地方自治の経営」， 186,187ペー ジ。
